
「直轄国道の舗装（路面）に関する保全検討委員会」の「中間とりまとめ」について

○ 第４回「直轄国道の舗装（路面）に関する保全検討委員会」において「路面地下の適

切な管理のあり方－中間とりまとめ（案）－」のご審議がされたところです。

第４回委員会でのご意見等が盛り込まれ 「中間とりまとめ」が別添（次項より）の、

通り、とりまとめられました。

今後「中間とりまとめ」に従い、路面地下の空洞調査を行うこととなります。

（参考）
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現地調査 平成２１年８月 ９日（北品川１丁目の空洞原因現地調査）

第４回委員会 平成２１年８月２６日
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はじめに

我が国の社会資本は高度経済成長期に集中して整備されたことから、今後、

施設の老朽化が進展していく状況にある。中でも直轄国道は、ネットワークの重

要性から高速道路や地域の道路とあいまって、我が国の経済発展や地域の活

力強化に貢献し、まさに国民の生活、経済を支える施設であり、引き続き安全な

道路としてその役割を確保していかなければならない施設である。

直轄国道に求められる安全性・信頼性を確保するためには、道路の構造とし

ての舗装に着目して、その適切な管理が必要不可欠であるが、この「舗装（路

面）」は、自動車や歩行者が直接接触する構造体であり、例えば落下物、わだ

ち、ポットホール、陥没等の舗装の不具合は直接・間接的に事故の原因となる。

路面の陥没という事象を考察した場合、昨今は、集中豪雨や局地的大雨に代

表される異常気象等により、道路の冠水等が発生し、これに伴う路床の流出

や、特に都市部を中心として上下水道等の地下埋設物の老朽化・劣化等に伴

い、路面の地下の路盤、路床の吸い込みを原因とする空洞が発生しているのが

現状であり、路面地下の適正なマネジメントを実施するための総合的な対策が

求められているところである。

本「中間とりまとめ」はこれらの路面地下の適正な管理（マネジメント）を行い、

保全・予防すべき事象としての路面陥没の防止を中心として、その対策のあり

方について、当面の方向性を整理したものである。

なお、今後「本中間とりまとめ」に加えて議論を予定している路面の保全の対

策のための「路面」、「舗装体」に関し、とりまとめを行い舗装（路面）に関する報

告を行う予定である。

もとより路面の適正な管理はその工学上の特性から経験工学的な要素があ

るため、効率的な管理を実施していくためには随時見直しが必要であると共に、

今後の技術開発、研究の進展に伴う対策の見直しが必要であることは言うまで

もなく、本「中間とりまとめ」において記された方策が道路管理者のみならず、研

究者、占用企業者、民間調査会社等の本対策に関与する関係者・関係機関の

協力のもとに実施され、進展していくことを期待する。

平成２１年８月２６日

直轄国道の舗装（路面）に関する保全検討委員会
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１．路面地下の管理の現状

（１） 舗装（路面）の管理の視点

○ 舗装は路面、舗装体、路床および路体の各要素から構成

されている。

○ 各要素の障害として、路面では、落下物などによる路上

障害があるが、舗装体では、わだち掘れやポットホール、空

洞があり、路床および路体でも空洞が主要な障害となる。

○ 直轄国道では、舗装における異常を把握するため、原則

１日１回の道路パトロールにより目視点検を実施するととも

に、概ね１年～数年程度に１回、路面性状調査、路面下空

洞探査等を実施している。

○ 道路パトロールにより、路面の落下物、舗装体の異常（ポ

ットホール等）が検知されるとともに、発見数は少ないものの

陥没の兆候と考えられる亀裂が発見される場合がある。道

路の陥没は人命に関わる重大事故につながる危険性があ

るため、しっかりとした対策が必要である。



- 2 -

（２） 路面地下の管理の現状

○ 道路パトロールにおいて、日々路面を巡視し、路面及び

舗装の異常を捕らえて路面陥没の未然防止を図っている。

○ 発生する空洞に対して、概ね１年～数年程度に１回、路

面空洞探査車を使用し、電磁波レーダーにより波形を捕ら

え、異常信号の抽出、スコーピングによる路面下空洞探査

を実施し、路面陥没の未然防止を図っている。
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２．路面地下の管理の課題

（１） 総合的な路面地下管理

○ 路面地下の管理に関連して、路面の異常（空洞の有無）

を発見する道路パトロール、空洞探査調査、地下埋設物の

占用許可・監督事務、舗装工事等がそれぞれ実施されてい

るが、有機的な連携が不十分となっている。

○ すなわち、舗装構造、地下埋設物を含む舗装に関する工

事履歴、交通量、大型車混入率等の交通環境を踏まえ、路

面地下を管理するための総合的な診断が必要である。

（２） レーダーによる空洞探査の適用限界・特性

① 技術上の特性・課題

○ 路面下の空洞探査は、１次調査として路面空洞探査車を

使用して行っており、交通規制を伴わずに路面下の異質物

を把握可能という利点から、現存する他の探査手法と比較

して有効である。

○ しかし、現状のレーダー探査では、空洞であるか否か、空

洞の大小を一義的に判定することは困難である。

○ 具体的には、相対屈折率が同じなら境界面での反射率は

同じなので第一反射波の大きさだけでは空洞であるかの判断

はできない等の原理的な問題、濃淡で表示したレーダー画像
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からアスファルト路面下の空洞あるいは砂利を区別するの

は困難であったり、占用工事で一部分のみの埋め戻しをす

れば埋め戻した材料の屈折率の差がレーダー信号として検

出される可能性がある等の技術的な課題・特性がある。

② レーダーによる空洞探査における定義、判定方法

○ 抽出すべき空洞規模の判断基準が曖昧（例えば空洞と空

隙の違いなど）であり、危険な空洞を定義せずに空洞探査を

行っている。そのため、収集したデータを解析し、どの程度

の深さ、面積が危険なのか等についても多角的な検討が必

要である。

○ 空洞発見に至る間の中間プロセスにおける異常信号や空

洞の判定方法が不明瞭である。

③ 空洞探査の実績データの反映

○ 過去の空洞探査結果が蓄積されていないため、過去の空

洞探査実績が反映されていない。

○ 空洞が発生しやすい路線や箇所など、空洞発生のメカニ

ズムや状況を踏まえた調査対象の選定が不十分であり、網

羅的に空洞探査を行っている。
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（３） 空洞探査が有効である対象

○ レーダー探査は、管理延長を考えれば費用等の制約から

も実効上は、最も頻度を高く実施する区間においても年１回

程度しか実施していない。

空洞の発生メカニズムを鑑みれば、路面下の空洞はいわ

ゆる「水みち」が形成された後は、その大きさが急速に成長

することも考えられ、また、地下埋設物の破損・劣化や工事

の不良等の起因等による空洞は成長速度が急速な場合も

あり、空洞探査のインターバルの間に空洞が成長し、路面

陥没が発生するおそれがある。従って空洞探査によって防

止が可能な路面陥没の範囲には限界がある。
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３．路面地下の管理のあり方

１）基本的な考え方

（１） 関係者の協働による路面地下管理の実施

○ 道路管理者、研究者、民間事業者、占用企業者等がそれ

ぞれの役割を踏まえ、協働して路面地下の適切な管理を実

施すべきである。

（２） 空洞が発生しにくい舗装の採用等による予防策

○ その際、空洞の発生を探知し補修することに加え、空洞そ

のものが発生しにくい舗装構造や地下埋設物工事の設計施

工管理の徹底等、予防的手法も併せて考慮すべきである。

（３） 地下障害（空洞）発生のメカニズムの解明

○ 成長速度等、空洞の発生と成長のメカニズムは、物理

的、力学的、土質的などの学術的な分野からのアプローチ

が今後とも必要であり、これらを引き続き解明するよう努力

すべきである。
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２）具体的な方策

（１） 総合的な診断

○ 交通に危険を及ぼす可能性が高い空洞懸念箇所は、交

通量、地下埋設物、周辺工事の履歴、排水系統等により、

総合的に診断・判断すべきである。また、空洞ができる主要

な原因が「水みち」の形成にあることから、当該箇所周辺の

地形や地下水の流れなどの地理的な情報を十分に把握し、

総合的な診断・判断に活用することも重要である。

特に、地下埋設物の劣化・老朽化、破損は舗装に悪影響

を与えるため、状況の把握が不可欠であり、また、道路本体

の工事履歴についても道路工事によって「水みち」が形成さ

れる可能性があるため、工事実施後の状況も考慮していく

必要がある。

また、過去の実績等をもとに、危険な空洞に関する一定

の目安（基準）を設定すべきである。

（２） 舗装健全性の確認（ＦＷＤ試験）

○ 陥没を引き起こすような空洞であれば、舗装の支持力が

低下している可能性が考えられ、現場試験としてＦＷＤ試験

による「たわみ量」の測定は、舗装の安全性、健全性を判定

するための有効な手法である。その際、コストや期間等を考

慮すると、ハンディ型ＦＷＤ試験が有効であるが、試験精度

についてはＦＷＤ試験に劣るため、導入を引き続き検討する

必要がある。
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（３） 道路パトロールの充実

○ 年１回程度の路面下空洞探査を行ったと仮定しても、地

下埋設物の劣化・損傷等による成長速度の速い空洞や地

下での工事事故などに起因する空洞は、完全に事前に探知

することが困難であるため、日常の目視（巡回）により、路面

変状を把握するが、その際、具体的な巡回の注意点を定

め、空洞探査と道路パトロールの特性を組み合わせて効果

的、効率的な陥没防止を行うべきである。

（４） 各種データの活用

① 総合的なデータに基づく判定

○ 空洞の異常信号の位置、信号データ等と、地盤、地形、

地下水条件、舗装構造、地下埋設物件、工事履歴、交通量

等の周辺情報を活用し、異常信号や空洞の判定を実施す

べきである。

② 時系列での分析・診断

○ 過年度のデータと比較、検証するなど、時系列で分析・診

断できる環境を整備すべきである。

また、既調査データの蓄積にあたっては、これまでの経験

や空洞の発生実績を有効に活用することが必要である。

なお、レーダーはアンテナなどによっても見え方が異なる

ため、諸元を明らかにしてデータを蓄積することが重要であ

る。
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空洞調査頻度の設定③

○ 空洞発生の実績等を考慮し、空洞探査を高頻度で実施す

る区間、低頻度で実施する区間など、地域特性や路線特性

等に応じて効率的な頻度を設定すること等により、探査と目

視（巡回）を組み合わせて効率的な路面地下管理を行うべ

きである。

④ 占用企業者との情報共有

○ 地下埋設物の工事履歴、老朽度等のデータを占用企業

者の協力のもとで整備・活用し、路面地下の管理を実施す

べきである。

（５） 空洞補修工事の実施

○ 空洞の補修工事においては、可能な限り空洞の発生原因

を解明し、再発の防止に努めるべきである。

一方で、空洞の発生原因が明確とならない場合において

も、特に交通量が多い幹線道路においては、短時間での交

通解放（復旧工事の完了）が必要であるため、例えば、粘着

性の埋め戻し土の活用等の補修工事の工法・対策メニュー

をあらかじめ定めること等により、速やかな補修工事を実施

すべきである。
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（６） 技術開発、技術力の向上

① 将来に向けた技術開発

○ 空洞探査に特化したレーダーの開発など、より効率的

に探査が可能となるよう将来に向けた技術開発を推進す

べきである。

また、欧米では開発中である交通規制を必要としない

高速走行型たわみ測定装置の開発にも取り組むべきであ

る。

② 技術力の向上

○ 異常信号や空洞の判定は、各種の調査データ、舗装諸

元、工事履歴等をもとに適切な判断をする必要があり、そ

れぞれの段階で関与する者が技術力を高め、関係者・関

係機関が協働して円滑な調査を実施すべきである。

（７） 具体の作業フローの見直し

○ 上記の個別具体の方策を反映し、今後は「路面地下の

管理（陥没防止策）作業フロー」（資料１）に基づき、路面

地下の総合的な対策を実施していくべきである。

また、これに合わせ、実務上の作業マニュアルの見直

し等の環境整備を行うべきである。



－１１－

探査車調査

一次判定

路面陥没の危険度を診断

データの整理

ハンディー型レーダー探査
《ＦＷＤ試験位置の特定及び信号面積・深さの推定》

ＦＷＤ試験※
《舗装健全度の調査》

※探査の効率化に向け簡易ＦＷＤ試験のデータも蓄積する。

スコープ調査
《空洞規模（深さ、厚さの調査）》

（占用企業者立会）

詳細調査は不要

データの蓄積

詳細調査が必要

二次判定

スコープ調査の実施を判断

空洞情報
・信号経年変化
・個別空洞情報
　（位置、規模、深さ）
・空洞補修履歴

考慮すべき要素
・舗装構造
・工事履歴
・地下埋設物
・地下水
・交通量
・大型車混入率
・ＦＷＤ試験結果
　など

原因調査及び補修
（占用企業者立会）

異物波形 波形の経過観察

空洞

必要

不必要

異物

補修履歴の蓄積 信号経年変化、個別空洞データの蓄積

路面地下の管理（陥没防止策）作業フロー

道路パトロールによる舗装面の確認（原則１回/日）

レーダーによる空洞探査（数回／年～１回／数年※）
※地域、路線等により調査頻度を設定

経過観察空洞波形

当面補修が

必要でない空洞

健全（Ｄ交通/２００μm未満）

不健全（D交通/２００μm以上）

考慮すべき要素
・信号の面積、深さ
・ＦＷＤ試験結果
・舗装修繕計画
　の有無
・周辺空洞の実績
　など

占用企業者との調整（占用工事、地下埋設物の適正化）

占用企業者立会要請

空洞発生・成長のメカニズムの解明、研究・技術開発

フ
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ー
ド
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資料１




